
確定申告についてのご案内

• 本資料では、主に上場株式に関して、「確定申告のための参考資料」から申告書への転記方法や、e-Tax画面への入力
方法を一例として記載しております。最終的な申告方法については、税理士、または税務署にご確認ください。

（出典：国税庁ホームページを加工して作成（2021年の情報に基づき作成））

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/tebiki/2021/kisairei/kabushiki/index.htm

https://www.keisan.nta.go.jp/h30/tebiki/syotoku/h30syotoku03.pdf

• 法改正等により、本資料に掲載されている申告書の様式やe-Tax画面が変更になることがあります。確定申告の際に、最
新の様式をご確認ください。



確定申告についてのご案内

１．信託取引の課税について

信託取引については、法的には信託財産の所有権が受託者（当行）に移転します。

税制上は、受益者（お客さま）が信託財産を直接保有するものとみなされ、収益の発生時にお客さまに課税されます。

当行で取り扱う信託取引については一般口座と同様の取り扱いになりますので、お客さまご自身で確定申告を行っていただく必要がございます。

２．確定申告のための参考資料

当行で信託取引を行っていただいた個人のお客さまに、年に1回、確定申告の際の参考情報（※）として、「確定申告のための参考資料」を
お送りしています。

（※）お客さまの保有する資産や収入状況により申告方法が異なりますので、確定申告の際は、税理士等の専門家や税務署に必ずご確認ください。

最新の申告書の作成方法については、国税庁のホームページ「確定申告書等作成コーナー」でも確認できます。

指定・特定金外信託、管理有価証券信託等が対象となります。プレスティアマネートラスト（合同運用指定金銭信託）、不動産管理処分信託については
対象外です。
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口座の種類 確定申告

特定口座（源泉あり） 原則、不要

特定口座（源泉なし） 必要

一般口座 必要

所得の種類 資料 記載内容

譲渡所得 株式、公社債、投資信託の譲渡取引一覧 株式、公社債、投資信託の譲渡取引を一覧で表示しています。

雑所得 外国為替差損益一覧 外貨から円貨並びに別の外貨への交換、外貨の払い出しによる同一通貨
建て資産の購入等で発生した為替差損益を一覧で表示しています。

配当・利子所得

配当金、利子、収益分配金の一覧 株式、公社債、投資信託の配当金を一覧で表示しています。

外国税額明細書（外国税額控除用） 外国税額控除で必要となる外国所得税額を表示しています。

支払通知書 株式、公社債、投資信託の配当金額、国内源泉税額、海外現地源泉税
額等を一覧で表示しています。



確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（譲渡所得①）
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A B C

A

B

C

D

株式、公社債、投信託の譲渡取引一覧（譲渡所得用）

株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書

Ｐ4 株式、公社債、投資信託の譲渡取引一覧（譲渡所得用）

A B C D

上記明細より転記

株式、公社債、投資信託の譲渡取引一覧（譲渡所得用）
作成基準日：20XX年12月31日



確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（譲渡所得②）

上場株式等の譲渡

A

上場株式等の譲渡
（Dがプラスの場合のみ記入）
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D

申告書B 第三表

株式、公社債、投資信託の譲渡取引一覧（譲渡所得用）

A D

作成基準日：20XX年12月31日



確定申告のための参考資料 e-Tax入力方法（譲渡所得）

e-Tax画面
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次画面、「金融・証券税
制（入力項目の選択）」
に必要項目を入力後、

をクリック
B

C

E

G

A

D

F

H

A B C D E F G

株式、公社債、投資信託の譲渡取引一覧（譲渡所得用）
作成基準日：20XX年12月31日

H



確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（雑所得）

雑所得（その他）

A

A
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申告書B 第一表

外国為替差損益一覧（雑所得用）

申告書B 第二表

A

収入金額

A

雑所得（その他）

作成基準日：20XX年12月31日



確定申告のための参考資料 e-Tax入力方法（雑所得）

e-Tax画面
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A

A

外国為替差損益一覧（雑所得用）

作成基準日：20XX年12月31日



確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（外国税額控除）
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「外国税額控除等」

AB

申告書B 第一表

「外国税額控除に関する明細書（居住者
用）」の「5外国税額控除額等の計算」で
計算した「外国税額控除等の金額⑳」の

金額を記入

外国税額控除に関する明細書
（居住者用）

C D E F G

外国税額明細書（外国税額控除用）

自： 20XX年01月01日 至： 20XX年12月31日

A B F G

作成基準日：20XX年12月31日

C D E



確定申告のための参考資料 e-Tax入力方法（外国税額控除）
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e-Tax画面

外国税額明細書 （外国税額控除用）

F

E F

「外国税額明細書」に表示されている銘柄は、外国税額控除の対象となる外国
籍の銘柄のみになります。投資信託等の二重課税調整制度（分配時調整外国
税相当額控除）の適用を受ける国内籍の銘柄は含まれておりません。

ご注意ください

B

A DB C

A G

G

自： 20XX年01月01日 至： 20XX年12月31日

作成基準日：20XX年12月31日

C D E



申告書B 第一表

確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（配当所得①）
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配当

配当

A

A

配当等の金額

上場株式等の支払通知書

源泉徴収税額
（国税）

特別徴収税額
（地方税）

A B C

配当について、総合課税により申告を行う場
合は、配当等の金額を第一表のみに記入し、
第二表（P11）、第三表（P11）と併せて
提出。

申告分離を選択した場合は、配当等の金額
を第一表に記入せず、第三表（P11）に記
入し、第一表、第二表（P11）と併せて提出。



確定申告のための参考資料 申告書への記入方法（配当所得②）
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申告書B 第二表

D

A B

収入金額 源泉徴収税額

A

申告書B 第三表

上場株式等の配当等

上場株式等の配当等

配当割額控除額

配当について申告分離によ
り申告を行う場合は、配当
等の金額を第三表に記入。

C

A



確定申告のための参考資料 e-Tax入力方法（配当所得①）

e-Tax画面
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次画面、「金融・証券税制（入
力項目の選択）」に必要項目
を入力後、

をクリック

「入力する」または「読
み込む」の何れかを

選択

「配当集計フォーム」がエラーの状態で取り込めない
場合は、上の「入力する」を選択して直接入力



確定申告のための参考資料 e-Tax入力方法（配当所得②）

e-Tax画面
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配当所得の課税方法
で「総合課税」を選択
した場合に表示

A

B

C

D

外国所得税額はこちらの画面には入力しません。P9「外国税額控除の入力」画
面より入力してください。

ご注意ください

E

配当等の金額
特別徴収税額
（地方税）

A C

源泉徴収税額
（国税）

B D E

銘柄名称 支払者の名称

上場株式配当等の支払通知書

自： 20XX/01/01 至： 20XX/12/31


